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農村の再生・活性化に向けた新たな取組の現状と課題
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序章 研究の目的と報告書の構成

橋 詰 登

１．研究の背景と課題

わが国の総人口は 年の 億 万人をピークに長期の減少過程に入っており，2008 1 2,808
2048 1 9,913国立社会保障・人口問題研究所の推計 によれば 西暦 年には 億人を割って(1) ，

14 15万人にまで減少すると見込まれている また 年少人口 歳以下 と生産年齢人口。 ， （ ） （

64 65 2000～ 歳）が減少する中で，老年人口（ 歳以上）のみが増加し続けることから，

17.4 2010 23.0 2035 33.4年で ％ 年では ％であった高齢化率 老年人口比率 が 年には， （ ）

％となり， 年後の 年には ％にまで達すると試算されている（いずれも出生50 2060 39.9
中位・死亡中位推計 。わが国全体の人口が減少するとともに，超高齢化社会が到来する）

と予測されているのである。

このような状況下，農村では都市部に先駆けて進行した人口減少と高齢化によって，多

くの場所で地域社会の維持が困難になりつつあり，これまで長年にわたって農村が果たし

てきた農林業生産の場の確保，農村文化の継承，自然環境や国土保全等といった様々な機

能が失われつつある。その根源とも言えるのが，地域の基礎的な社会集団である農業集落

の弱体化である。世帯数の減少や世帯員の高齢化によって共同活動が行えなくなった集落

では，耕作放棄地の増加や森林の荒廃，鳥獣被害の増加による居住環境の悪化が進むとと

もに，長く継承されてきた地域固有の伝統行事や祭りの途絶等も起こっている。

今後も農村地域での人口減少と高齢化は引き続き進むと予想されていることから，農業

生産面での共同活動のみならず，生活面での相互扶助すら集落単独では行えなくなってし

まう農業集落が増加し，地域に人がいなくなることによって農村が有する多面的機能が失

われていく危険性がより一層高まることが懸念される。

ところで， 総務省の報告書（ 年）に集落の現況に関する最新情報の１つである， 2011
よれば，過疎法に指定されている全国 市町村の全集落 集落のうち，集落機能801 64,954

7,044 10.8 2,683が低下している集落が 集落（ ％ ，機能維持が困難になっている集落が）

集落（ ％）あり，約 ％の集落で機能が低下もしくは維持が困難になっているとい4.1 15
った市町村アンケート結果が示されている。さらに，この報告書の中では，今後消滅する

恐れのある集落が 集落（ ％）あり，このうち 集落（ ％）は 年以内に2,796 4.2 454 0.7 10
消滅の可能性があるとしている。そしてこれら集落の約 割は人口 人未満， 割近く7 10 9
が世帯数 世帯未満の小規模集落であり，高齢化率（ 歳以上の人口比率）が ％以10 65 50
上の集落が約 割を占め， 分の 強の集落では全員が 歳以上の高齢者になっている8 3 1 65
ことも報告されている 。( )2
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しかしその一方で，農村再生に向けた新たな取組を開始し，集落間の連携や集落外から

， ，の支援によって 弱体化する地域のコミュニティ機能を維持・強化している集落や地域も

その数は少ないもの出現し始めており，人口減少に歯止めをかけ，地域の活性化に一定の

成果を上げつつある。したがって現段階で，これら先進的な取組事例を調査分析すること

によって，その取組の効果や課題等を把握し，今後，農村再生を図るために講ずべき対策

や推進体制を構築するための方向性等を明らかにしていくことが重要な研究課題となって

おり，その成果に対する期待は大きい。

当研究所では， 年代後半から農村における地域社会の維持・存続や地域活性化に1990
関する研究を積極的に行ってきた。 ～ 年度には，都市と農山漁村の交流を通1998 2000
じて消費者・国民の多様な期待に応えうる農山漁村地域の再生を図ることを目的に，プロ

ジェクト研究「農山漁村地域における多様なライフスタイルの形成と地域再生のための条

件整備方策の解明」を実施している。この研究の中では，島根県での公的機関が行う定住

支援に着目し，Ｉターン者の実態を詳細に調査分析することによって，今後の新規定住施

策に関する取組課題と将来展望を明らかにしている 。(3)

2003また 変容する農業集落の実態を綿密な統計分析から明らかにすることを目的に， ，

～～ 年度に「条件不利地域集落の存続要件と農地資源管理に関する研究 ，2004 」 2005
（行政対応特別2006 年度に「農村集落の変容過程と地域社会・資源の維持に関する研究

研究 。そして前者では 年から 年の間に農家が消滅した集落の）」を行っている 1990 2000
実態を明らかにするとともに，現存する集落との比較分析から中山間集落の存続要件を析

後者では集落の構造動態分析によって， 年代の農村地域での過疎化・高齢出し ，(4) 1990
化は農業集落の共同体としての機能を弱体化させており，これが農林業生産活動の停滞

とともに定住基容盤や地域資源の荒廃に結びついていることをデータによって検証して

いる 。(5)

さらに， 年度には「中山間地域振興のための集落間連携の推進方策に関する研究2008
（行政対応特別研究 」を実施し，中山間地域等直接支払における「複数集落１協定」に）

着目した統計分析と現地調査から，農地資源保全等の推進を図るための集落間連携の展開

可能性やその条件，連携を推進していく上での課題を整理している 。(6)

その後，国民の食料問題や環境問題，農村振興への関心が高まり，社会的な貢献活動が

活発化するようになったことを背景に ～ 年度にプロジェクト研究として 効， 「2009 2011
果的な農村活性化に向けた多様な主体との連携モデルの構築に関する研究 （ 年度に」 2011
「多様な主体との連携による農村地域の再生に関する研究」に再編）に取り組んでいる。

農業者が地域住民等の多様な主体と連携して地域特性に適合した活動を展開することによ

り，効果的に農村活性化を図る連携モデルを構築するための研究である 。そして，この(7)

研究を引き継ぐかたちで， 年度から実施してきたのが，当該プロジェクト研究の柱2012
の１つである「農村集落の維持再生に関する研究」である。

本研究の課題は，農村地域社会の維持や地域活性化に関するこれまでの研究成果等を踏

まえつつ，人口減少と高齢化が進む農村地域の最新の現状および動向とその地域的特徴，
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さらには趨勢での将来展望を農業集落等の統計分析から明らかにした上で，農村の再生に

向けた新たな取組として，①集落の範囲を越えた広域的な地域組織形成に向けた取組，②

地域内外の多様な主体（地域サポート人， 法人・社会福祉法人等の非営利組織）とNPO
の連携による農村の再生・活性化の取組についてそれぞれ事例分析を行い，各取組の効果

や課題等を明らかにする。その上で，地域特性に応じた農村再生のあり方，今後講ずべき

支援の方向性等を提示する。

２．報告書の構成と分析方法

本報告書の構成は，序章，終章のほか， 部 章からなる。各部・各章の位置づけと分3 8
析方法は以下のとおりである。

， ， 。 ，まず序章において 本プロジェクト研究の背景と目的 報告書の構成を示す しかる後

， 。第Ⅰ部では 人口減少・高齢化が進む農村地域の現状と将来動向に関する統計分析を行う

初めに，第 章において近年における農村地域での人口動態の特徴と将来予測を，つい1
で第 章で農業集落の変容と将来展望をそれぞれ明らかにする。2

ここでの分析では，国勢調査の人口データ（メッシュ人口を旧市区町村および農業集落

別に組替集計したデータ）と農業センサスの集落調査データを用い，農村地域の人口動態

分析では地域的特徴を明らかにするため，主に旧市町村を集計単位とする農業地域類型別

の分析を試みる。また， 年， 年， 年の 時点の農業センサスにおける集1990 2000 2010 3
落調査個票をマッチングし，集落規模の変化や共同機能の弱体化の態様を明らかにする。

なお，両章とも西暦 年を目途とした趨勢での将来展望を示す。2050
， 。続く第Ⅱ部は 農村において広域的な地域組織の形成に取り組む先進事例の分析である

第 章で，集落機能の弱体化する中で形成されつつある広域的地域組織（多様な地域再3
生の取組を地域レベルで調整する組織）を先行研究を踏まえ整理した後，第 章では地4

3 6 5方自治体主導型の広域地域組織の事例（秋田県，京都府，山口県の 府県 事例 ，第）

章では民間組織が主導して形成された静岡県（ 地域塾）と福島県（ 協議会）の地域組S R
織の事例分析を行う。

さらに第Ⅲ部は，多様な主体と連携した農村の再生・活性化の取組事例の分析である。

， ， 。ここでは 次の３つの連携パターンを取り上げ 各取組の特徴や課題等を整理・分析する

初めに第 章では，地域サポート人に焦点を当て，農村地域再生に向けた地域人材の配6
置や育成等の現状と課題を明らかにする。調査対象としたのは，地域起こし協力隊による

取組事例として岩手県西和賀町と北海道芽室町，地域支援企画員制度を創設し活用してい

る高知県の取組，自ら設立した 法人を拠点として地域サポート活動に取り組み始めNPO
た島根県雲南市の事例である。

次に，第 章では社会福祉法人と連携した取組を取り上げ，農業と福祉の連携（農福7
連携）が農村再生に果たしている役割や効果を明らかにするとともに，連携の発展段階に

応じた支援のあり方等を検討する。分析事例としたのは，福祉分野の主体が農業分野に進
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しかしその一方で，農村再生に向けた新たな取組を開始し，集落間の連携や集落外から

， ，の支援によって 弱体化する地域のコミュニティ機能を維持・強化している集落や地域も

その数は少ないもの出現し始めており，人口減少に歯止めをかけ，地域の活性化に一定の

成果を上げつつある。したがって現段階で，これら先進的な取組事例を調査分析すること

によって，その取組の効果や課題等を把握し，今後，農村再生を図るために講ずべき対策

や推進体制を構築するための方向性等を明らかにしていくことが重要な研究課題となって

おり，その成果に対する期待は大きい。

当研究所では， 年代後半から農村における地域社会の維持・存続や地域活性化に1990
関する研究を積極的に行ってきた。 ～ 年度には，都市と農山漁村の交流を通1998 2000
じて消費者・国民の多様な期待に応えうる農山漁村地域の再生を図ることを目的に，プロ

ジェクト研究「農山漁村地域における多様なライフスタイルの形成と地域再生のための条

件整備方策の解明」を実施している。この研究の中では，島根県での公的機関が行う定住

支援に着目し，Ｉターン者の実態を詳細に調査分析することによって，今後の新規定住施

策に関する取組課題と将来展望を明らかにしている 。(3)

2003また 変容する農業集落の実態を綿密な統計分析から明らかにすることを目的に， ，

～～ 年度に「条件不利地域集落の存続要件と農地資源管理に関する研究 ，2004 」 2005
（行政対応特別2006 年度に「農村集落の変容過程と地域社会・資源の維持に関する研究

研究 。そして前者では 年から 年の間に農家が消滅した集落の）」を行っている 1990 2000
実態を明らかにするとともに，現存する集落との比較分析から中山間集落の存続要件を析

後者では集落の構造動態分析によって， 年代の農村地域での過疎化・高齢出し ，(4) 1990
化は農業集落の共同体としての機能を弱体化させており，これが農林業生産活動の停滞

とともに定住基容盤や地域資源の荒廃に結びついていることをデータによって検証して

いる 。(5)

さらに， 年度には「中山間地域振興のための集落間連携の推進方策に関する研究2008
（行政対応特別研究 」を実施し，中山間地域等直接支払における「複数集落１協定」に）

着目した統計分析と現地調査から，農地資源保全等の推進を図るための集落間連携の展開

可能性やその条件，連携を推進していく上での課題を整理している 。(6)

その後，国民の食料問題や環境問題，農村振興への関心が高まり，社会的な貢献活動が

活発化するようになったことを背景に ～ 年度にプロジェクト研究として 効， 「2009 2011
果的な農村活性化に向けた多様な主体との連携モデルの構築に関する研究 （ 年度に」 2011
「多様な主体との連携による農村地域の再生に関する研究」に再編）に取り組んでいる。

農業者が地域住民等の多様な主体と連携して地域特性に適合した活動を展開することによ

り，効果的に農村活性化を図る連携モデルを構築するための研究である 。そして，この(7)

研究を引き継ぐかたちで， 年度から実施してきたのが，当該プロジェクト研究の柱2012
の１つである「農村集落の維持再生に関する研究」である。

本研究の課題は，農村地域社会の維持や地域活性化に関するこれまでの研究成果等を踏

まえつつ，人口減少と高齢化が進む農村地域の最新の現状および動向とその地域的特徴，
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さらには趨勢での将来展望を農業集落等の統計分析から明らかにした上で，農村の再生に

向けた新たな取組として，①集落の範囲を越えた広域的な地域組織形成に向けた取組，②

地域内外の多様な主体（地域サポート人， 法人・社会福祉法人等の非営利組織）とNPO
の連携による農村の再生・活性化の取組についてそれぞれ事例分析を行い，各取組の効果

や課題等を明らかにする。その上で，地域特性に応じた農村再生のあり方，今後講ずべき

支援の方向性等を提示する。

２．報告書の構成と分析方法

本報告書の構成は，序章，終章のほか， 部 章からなる。各部・各章の位置づけと分3 8
析方法は以下のとおりである。

， ， 。 ，まず序章において 本プロジェクト研究の背景と目的 報告書の構成を示す しかる後

， 。第Ⅰ部では 人口減少・高齢化が進む農村地域の現状と将来動向に関する統計分析を行う

初めに，第 章において近年における農村地域での人口動態の特徴と将来予測を，つい1
で第 章で農業集落の変容と将来展望をそれぞれ明らかにする。2

ここでの分析では，国勢調査の人口データ（メッシュ人口を旧市区町村および農業集落

別に組替集計したデータ）と農業センサスの集落調査データを用い，農村地域の人口動態

分析では地域的特徴を明らかにするため，主に旧市町村を集計単位とする農業地域類型別

の分析を試みる。また， 年， 年， 年の 時点の農業センサスにおける集1990 2000 2010 3
落調査個票をマッチングし，集落規模の変化や共同機能の弱体化の態様を明らかにする。

なお，両章とも西暦 年を目途とした趨勢での将来展望を示す。2050
， 。続く第Ⅱ部は 農村において広域的な地域組織の形成に取り組む先進事例の分析である

第 章で，集落機能の弱体化する中で形成されつつある広域的地域組織（多様な地域再3
生の取組を地域レベルで調整する組織）を先行研究を踏まえ整理した後，第 章では地4

3 6 5方自治体主導型の広域地域組織の事例（秋田県，京都府，山口県の 府県 事例 ，第）

章では民間組織が主導して形成された静岡県（ 地域塾）と福島県（ 協議会）の地域組S R
織の事例分析を行う。

さらに第Ⅲ部は，多様な主体と連携した農村の再生・活性化の取組事例の分析である。

， ， 。ここでは 次の３つの連携パターンを取り上げ 各取組の特徴や課題等を整理・分析する

初めに第 章では，地域サポート人に焦点を当て，農村地域再生に向けた地域人材の配6
置や育成等の現状と課題を明らかにする。調査対象としたのは，地域起こし協力隊による

取組事例として岩手県西和賀町と北海道芽室町，地域支援企画員制度を創設し活用してい

る高知県の取組，自ら設立した 法人を拠点として地域サポート活動に取り組み始めNPO
た島根県雲南市の事例である。

次に，第 章では社会福祉法人と連携した取組を取り上げ，農業と福祉の連携（農福7
連携）が農村再生に果たしている役割や効果を明らかにするとともに，連携の発展段階に

応じた支援のあり方等を検討する。分析事例としたのは，福祉分野の主体が農業分野に進
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出したケースと，逆に農業分野の主体が福祉分野に進出したケースそれぞれ 事例，農2
福連携を積極的に推進しているを香川県，鳥取県等の地方公共団体等 ヵ所である。8

さらに第 章では，数多くある非営利組織を活用した農村再生・地域活性化の取組の8
中から，高齢者等への配食事業を展開している事例を取り上げ，コミュニティビジネスと

して地域の雇用・所得の創出，生活インフラの整備等を通じた農村地域社会の維持・活性

化にどのようにかかわっているかを明らかにする。分析対象としたのは， 法人や生NPO
協が主体となって配食事業を展開している岩手県の事例および高齢者自身によって配食事

， （ ， ， ）業を展開し 高齢者の食のインフラ形成に寄与している 県 長野県 福岡県 沖縄県3
の事例である。

そして，最後の終章では， 章～ 章までの調査・分析結果を総括し，農村地域社会の1 8
維持・再生に向けた課題と方策を検討する。

注( ）国立社会保障・人口問題研究所（ 『日本の将来推計人口（平成 年 月推計 』による。1 2013 24 1） ）

（ ）総務省地域力創造グループ過疎対策室（ 『過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査報告2 2011）
書 ， ～ を参照。』 pp51 61

（ ）この研究成果の詳細は，農林水産政策研究所（ 『公的機関の定住対策とＩターン者の実態－島根県の3 2005）

ケーススタディ－ ，ライフスタイルプロジェクト研究資料 第 号を参照。』 2

（ ）この研究成果の詳細は，橋詰登（ 「中山間地域における農業集落の存続要件に関する分析 ，農林水産4 2004） 」

政策研究 第 号，農林水産政策研究所を参照。7

5 2006 -1990-2000（ ） ， （ ）『この研究成果の詳細は 農林水産政策研究所 農業集落の変容が農村地域社会に及ぼす影響

年農業集落調査の構造動態分析 ，行政対応特別研究〔農村集落〕研究資料 第 号を参照。- 1』

（ ）この研究成果の詳細は，農林水産政策研究所（ 『中山間地域における集落間連携の現状と課題 中山間6 2009 -）

地域等直接支払での複数集落１協定に着目して ，行政対応特別研究〔集落間連携〕研究資料を参照。-』

このプロジェクト研究は 社会福祉法人 法人等と連携した農村振興や雇用促進等 農福連携 宿（ ） ，「 ， 」（ ），「7 NPO

泊業等と連携した教育交流による農山漁村振興や地域活性化 （教育交流 「森林・農地資源の管理を担う」 ），

第三セクターの役割と農村活性化効果 （三セク管理 「地域住民等との連携による地域社会や地域資源の」 ），

維持・保全 （地域マネジメント管理 「農村活性化に向けた地域の就業に関する研究 （就業研究）の５つ」 ）， 」

の課題に細分されており，課題ごとに研究成果がとりまとめられている。
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第Ⅰ部 農村地域社会の変容と将来動向に関する統計分析

第１章 農業地域類型別市町村人口の将来推計

－ －旧市町村を中心に

松 久 勉

【 要 旨 】

， ，人口減少・高齢化の進む集落が増加する中で 集落機能の維持および地域資源の維持・管理のため

「複数集落単位」で「基幹集落への諸機能の集約と集落間のネットワーク化」を進めていくような施

策が示されている。本章では 「複数集落単位」の範囲として旧市町村を分析対象とし，農村振興局，

が独自に作成した人口データを用いて，農業地域類型別の人口の現状と今後の姿を明らかにすること

が目的である。

まず， 年時の新市町村範囲を基準とした市町村の人口データを用いて，農業地域類型別人口2000
の長期的な動向をみてみた。 年以降，都市的人口は増加傾向にあるのに対し，平地農業地域は1970

年以降，中間農業地域は 年以降，山間農業地域は一貫して減少となっている。現在の人口2000 1990
動向がこのまま続くと，農村地域では大きく人口が減少すると推計される。

次に，一般に「複数集落単位」の範囲として考えられる「小学校区」と農林水産省が集計単位とし

1950て 旧市町村との関係を明らかにするため 市町村合併の経緯を整理した その結果用いている ， 。 ，

年の市町村に基づく旧市町村は，小学校の運営ができる範囲を基準とした「明治の大合併」により設

置された市町村を基にするところが多いことから，旧市町村と「小学校区」が重なる範囲として捉え

ることができると考えられる。

さらに，農業地域類型別に旧市町村別の現状をみた。旧市町村当たりの集落数には地域類型による

大きな差はないことから，人口の少ない中山間地域の旧市町村では，集落での人口減少が旧市町村の

人口規模を縮小させたと推測される。また， 年の人口動向をみると，人口増加している旧市2000~10
町村は平地農業地域で約 割，中山間地域では 割にも満たず，農村地域の旧市町村のほとんどが人2 1
口減少に直面していることが示された。

今後も 年の動向が続いたと仮定した場合の人口を予測すると，平地農業地域では高齢化2000~10
が進行するものの， 年になってもある程度の人口が維持される旧市町村が多いのに対し，中山2050
間地域では人口規模が非常に小さくなるとともに高齢者が過半を占める旧市町村が多数生じると推測

された。

現状ではある程度の人口規模である中山間地域の旧市町村でも，大幅な人口減とさらなる高齢化が

進行すると見込まれることから，人口の確保対策を早急に講じなければ，旧市町村に施策の対象範囲

を拡大しても，地域の維持が難しいことが明らかとなった。

１．はじめに

農村部の生活基盤である集落の多くは，人口減少と高齢化が進行しており，単独では住

民への生活サービスを提供することが困難になる集落が増加していくと予想されている。

このような状況に対し，農林水産省では，集落機能の維持および地域資源の維持・管理の
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